
 

 

平成２９年度復興庁行政事業レビュー外部有識者会合議事概要 

 

【日時】 

平成２９年４月２８日（金）９：４５～１２：１５ 

 

【場所】 

中央合同庁舎４号館１２階 復興庁会議室Ⅱ 

 

【出席者】 

 阿部 博友  一橋大学大学院法学研究科教授 

 樫谷 隆夫  樫谷公認会計士事務所、ブレイングループ代表 

中里 実   東京大学大学院法学政治学研究科教授 

太田 康広  慶應義塾大学大学院経営管理研究科 教授 

永久 寿夫  株式会社 PHP研究所専務取締役 

松村 敏弘  東京大学社会科学研究所教授 

 

【議事次第】 

 １ 開会・概要説明 

 ２ 公開プロセス対象候補事業の説明 

（１） 復興特区支援利子補給金 

（２） 被災地域情報化推進事業 

（３） 東北マリンサイエンス拠点の形成 

（４） 社会福祉施設等災害復旧費補助金（（項）介護保険制度運営推進費） 

（５） 漁港関係等災害復旧事業 

（６） 中小企業組合等共同施設等災害復旧事業 

（７） 東日本大震災復興関連事業円滑化支援事業 

（８） 除去土壌等の適正管理・搬出等の実施 

 ３ 公開プロセス対象候補事業の選定・意見交換 

 ４ 閉会 

 

【資料】 

 １ 平成２９年度行政事業レビュー公開プロセス対象候補事業リスト 

 ２ 事業概要 

 ３ 平成２８年度行政事業レビューシート 

 

【議事概要】 

 公開プロセス対象候補事業について、資料１、資料２及び資料３を用いて、

事業概要、選定理由及び想定される論点を外部有識者に説明し、説明者と外部

有識者との間で質疑応答を行った。 

  

 外部有識者からの主なコメント 

 ・復興期間の終了に向け、どのように対応していくのか。 

 ・適切なアウトカムを設定すべき。 

 ・事業の仕組みは合理的か。 

 ・これまでの経験をこれからどう活かすのか、今後の議論が必要。 



 

 

 その後、外部有識者の意見交換が行われ、公開プロセス対象事業として、以

下の４事業が選定された。 

 

（１） 復興特区支援利子補給金 

（２） 東北マリンサイエンス拠点の形成 

（３） 中小企業組合等共同施設等災害復旧事業 

（４） 除去土壌等の適正管理・搬出等の実施 


